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本稿では、第 208 回国会（常会）において、

令和４年５月 11日に成立し、同月 18日に公

布された「経済施策を一体的に講ずることに

よる安全保障の確保の推進に関する法律1」

（令和４年法律第 43号）について解説する。 

 

Ⅰ 背景及び経緯 

１ 経済安全保障をめぐる国内外の動向 

(1) グローバル化によるリスクの顕在化 

1990 年代以降のグローバル化の進展によ

り、先進国の製造業が新興国へ進出する等、

世界各国は互いに経済的な結び付きを強め、

相互依存を高めていった。これにより、世界

経済は発展してきた一方、政治的な理由や自

然災害などから人的交流や物流（ヒト・モノ・

カネの国際移動）が妨げられることによって、

国の安全保障が脅かされる事態が生じるリス

                             
1 本法律は「経済安全保障推進法」と呼称されているが、本法律において「経済安全保障」という文言は使用されておらず、

その定義も置かれていない。条文上は、「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保」が目的とされている。 
2 Internet of Thingsの略で、「モノのインターネット」と訳されている。通信機能を有する家電製品、工場の生産ライン

等、様々な「モノ」からインターネット上に集められたデータを分析することで、制御や監視、最適化、自律化などを行う

仕組みのこと。 
3 電子決済やＡＩ、量子技術、ビッグデータ、クラウド、スマートシティ建設などでの協力。 

クを抱えることとなった。 

 

(2) デジタル化の進展による脆
ぜい

弱性の高まり 

 近年の情報通信ネットワークの発達や、 

ＩｏＴ2、人工知能（ＡＩ）、ビッグデータ、ロ

ボットの発展等、産業基盤が高度にデジタル

化されたことによって、サイバー攻撃による

脅威・影響が顕在化している。特に、基幹イ

ンフラ機能に支障を来すようなサイバー攻撃

が起こった場合、社会経済に対する影響は大

きくなっている。 

 

(3) 米中の覇権争い 

中国は、昭和 53（1978）年の経済改革・対

外開放路線（改革開放）以降、社会主義市場

経済体制の下で急速な経済成長を実現し、平

成 22（2010）年には、国内総生産（ＧＤＰ）

が我が国を抜いて世界第２位となった。また、

平成 25（2013）年に「一帯一路」構想、平成

29（2017）年にはデジタルシルクロード3構想

を打ち出す等、インフラ整備、貿易・投資の

促進、融資等によって、世界各国への影響力

を強めている。 

平成 29（2017）年１月に発足したトランプ
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解 説 

政権は、「米国第一」の方針を掲げ、貿易赤字

を是正するため、中国からの輸入品に多額の

制裁関税をかけた。また、平成 30（2018）年

に成立した国防権限法 2019（ National 

Defense Authorization Act for Fiscal Year 

2019）により、輸出管理や投資規制を強化し、

技術流出を防ぐため、情報通信網から中国製

品を排除することとした。 

その後、新型コロナウイルス感染症に対す

る中国の対応、新疆
きょう

ウイグル自治区や香港に

おける人権問題などを背景に、米国の中国へ

の圧力は更に強まっている。 

令和３（2021）年１月に発足したバイデン

政権は、同盟国との連携を深め、中国に対抗

する姿勢をとっている。同年６月、バイデン

政権が取りまとめた報告書4では、半導体や医

薬品等の戦略物資の調達における中国依存を

減らすため、日米豪印の枠組み（クアッド）

を始めとする国際的な協調体制を強化する方

針が示された。 

 

(4) 我が国における経済安全保障に関する動

向 

我が国においては、令和２年４月、内閣官

房の国家安全保障局（ＮＳＳ）に経済班が新

たに設置され、経済分野における国家安全保

障上の課題について、俯
ふ

瞰
かん

的・戦略的な政策

の企画立案・総合調整を行うこととされた5。 

                             
4 White House. “Building Resilient Supply Chains, Revitalizing American Manufacturing, and Fostering Broad-Based 
Growth, 100-Day Reviews under Executive Order 14017”, 2021. 

5 経済班の設置に先立ち、令和元年 10月から経済班の設置準備室が設置されていた。 
6 「外国為替及び外国貿易法」（昭和 24年法律第 228号） 
7 貿易管理とは、貨物の輸出若しくは技術の外国への提供又は貨物の輸入を一定の要件の下で管理する仕組みをいう。 
8 投資管理とは、外国投資家等による自国企業又は土地への投資について、安全保障上等の観点から審査を行い、必要な場

合に投資の差止めや軽減措置の実施を行う仕組みをいう。 
9 「みなし輸出」管理とは、外為法に基づき、国内における技術提供についても、「居住者」から「非居住者」に対する機微

技術の提供に対し、経済産業大臣への許可申請を義務付けるもの。 
10 Committee on Foreign Investment in the United States（対米外国投資委員会）の略。シフィウス。海外からの投資に

ついて安全保障の観点から審査する米国政府の省庁横断の委員会。 
11 『読売新聞オンライン』（令 3.12.5） 
12 第 208 回国会衆議院内閣委員会経済産業委員会連合審査会議録第１号３頁（令 4.3.29）小林国務大臣（経済安全保障担

当）答弁 

本法律案の提出に至るまでにも、政府は経

済安全保障に関する様々な取組を行ってきた。

例えば、技術流出の防止に関して、主として

外為法6により貿易管理7及び投資管理8が実施

されている。 

貿易管理については、外為法上のいわゆる

「みなし輸出9」管理の対象を明確化した（令

和４年５月から改正省令・通達が施行）。これ

により、国内における「居住者」（大学教授等）

から「居住者」（入国後６か月経過した留学生

等）への技術提供であっても、「居住者」（同

留学生等）が「非居住者」（外国政府等）の強

い影響下にある場合には、許可が必要となっ

た。 

投資管理については、投資審査を強化し、

外国投資家による対内直接投資に適切に対応

する観点から、令和３年７月、国家安全保障

局と財務省が共同議長となる、米国のＣＦＩ

ＵＳ10類似の「対内直接投資に係る関係省庁

会議11」が設置された。同会議においては、定

期的に関係省庁が対内直接投資の動向や審査

手法に関する知見の共有等を行うほか、必要

に応じて、臨時的な各省横断の事前投資審査

が行われている12。 

また、令和元年の外為法の改正により、外

国投資家が安全保障上重要な上場企業の株式

を取得する際に、事前審査（事前届出）の対

象となる出資比率を 10％以上から１％以上
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へと厳格化した（令和２年５月施行）。令和２

年６月には、外為法上のコア業種13にサイ

バーセキュリティ関連業種等が指定され、同

年７月には、医薬品・医療機器が、令和３年

11月には、レアアースなど重要鉱物の関連業

種が追加された。 

さらに、令和３年６月には、重要土地等調

査法14が成立し、重要施設又は国境離島等の

機能を阻害する行為を防止するため、その行

為に供されるおそれのある施設周辺及び国境

離島等の土地（重要土地）のうち一定のもの

を指定し、調査、規制等の措置を講ずること

とされた。 

このほか、近年の技術流出・移転経路は、

貨物や技術の輸出、外資による日本企業の買

収等に限らず、留学生の受入れ・国際研究交

流など多様化していることから、令和３年４

月からは、留学生や関係機関などに職歴や学

歴などの追加的な情報を求める運用を開始す

るなどの留学生・研究者等の受入れ審査の強

化15や、研究インテグリティ16の確保などが行

われてきた。 

 

（参考）研究インテグリティについて17 

従来から、研究者等には研究不正（捏
ねつ

造、改ざん、

盗用）や産学連携による利益相反・責務相反等を行わ

ないことが求められてきたが、近年、研究の国際化や

オープン化に伴い、新たなリスク（外国からの不当な

                             
13 外為法においては、安全保障上重要な日本企業に対する外資による出資について、事前届出の対象としている。事前届出

が必要となる業種はあらかじめ指定されている。指定業種のうち、原子力関連や武器等安全保障に関わる事業については、

コア業種と定めた上で、重点的に審査される。 
14 「重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」（令和３年法律第84号） 
15 第 208回国会参議院内閣委員会会議録第２号23頁（令 4.3.8）小林国務大臣答弁、『毎日新聞』（令3.7.21） 
16 研究インテグリティとは、研究者及び大学・研究機関等が確保すべき研究の健全性・公正性のことをいう。 
17 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局「国際化とオープン化が進む研究環境における研究インテグリティの確保に

向けた内閣府の取組」（令和４年６月 28 日）、第 208 回国会参議院内閣委員会会議録第 10 号５頁（令 4.4.14）米田政府参

考人（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局統括官）答弁 
18 「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針について」（令

和３年４月 27日統合イノベーション戦略推進会議決定） 
19 「競争的研究費の適正な執行に関する指針」（競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ 令和３年 12 月 17 日改

正） 
20 「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令和３年６月18日閣議決定）25頁 
21 第２回経済安全保障法制に関する有識者会議（令和３年 12月 28日）資料２ 

影響による利益・責務相反や技術流出等）に対しても

研究インテグリティの確保が求められるようになっ

ている。 

このため、令和３年４月、政府は、研究インテグリ

ティの確保に係る対応方針18を決定した。また、同年

12 月には、競争的研究費の適正な執行に関する共通

的なガイドラインが改定19された。これにより、公的

な資金を研究者が申請する際、国外も含む外部から

の支援や兼業等の情報を提出することとなった。 

 

２ 法律案提出の経緯 

令和３年６月に閣議決定された「経済財政

運営と改革の基本方針 2021」（以下「骨太方

針 2021」という。）においては、経済安全保障

を確保するための取組として、①サプライ

チェーンの強靱
じん

化、②基幹インフラの安全性・

信頼性の確保、③先端的な重要技術の研究開

発及び④特許出願の非公開化が示された20。 

 

(1) サプライチェーンの強靱
じん

化 

令和２年以降の新型コロナウイルス感染症

の感染拡大に伴い、医療物資等が一時的に供

給困難となったこと、半導体等の重要物資の

供給が特定の国・地域に依存していることな

ど、サプライチェーンの脆
ぜい

弱性が明らかと

なった。また、政府に調査権限がないため、

サプライチェーンの把握が十分に行えない事

態が生じた21。 

令和２年７月に閣議決定された「経済財政

運営と改革の基本方針 2020」においては、生
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解 説 

産拠点の集中度が高いもの等について、国内

外でサプライチェーンの多元化・強靱
じん

化を進

めること、価値観を共有する国々との物資の

融通のための経済安全保障のルールづくりを

進めることなどが示された。 

骨太方針 2021 においては、我が国のサプラ

イチェーンを強靱
じん

化していく観点から、半導

体、レアアースを含む重要鉱物、電池、医薬

品等の先行的な重点項目について必要な措置

を実施するとともに、電力、ガス、石油、通

信、航空、鉄道、造船を含む海上物流、医療

を始めとする重要業種について必要な対策を

講ずるべく分析を進めること、重要技術・物

資の生産・供給能力を国内に確保するため、

中長期的な資金拠出等を含めた支援の在り方

を検討することなどが示された。 

 

(2) 基幹インフラの安全性・信頼性の確保22 

近年、世界各国において、国家の関与が疑

われるものを含め、基幹インフラ事業を対象

としたサイバー攻撃事案が多数発生している。

例えば、変電所に対するサイバー攻撃により

大規模かつ長期にわたる停電が発生した事案

や、平時に電力設備に密
ひそ

かにウイルスを侵入

させ、国家間の緊張が高まる中で電力インフ

ラを停止させ、混乱を引き起こした事案など

が報じられている。 

一方で、我が国の基幹インフラ事業23を規

律する既存の業法等には、役務の安定的提供

                             
22 「経済安全保障法制に関する提言」（令和４年２月１日経済安全保障法制に関する有識者会議）16-17 頁 
23 「重要インフラのサイバーセキュリティに係る行動計画」（令和４年６月 17日サイバーセキュリティ戦略本部）では、重

要インフラ分野として 14 分野が指定されている。このサイバーセキュリティ上の重要インフラは、国民生活及び経済活動

の基盤であって、その機能が停止し、又は低下した場合に国民生活又は経済活動に多大な影響を及ぼすおそれが生ずるもの

とされており、サイバーセキュリティ基本法に基づいて、官民で重点的に防護する必要があるとの認識の下で指定されてい

る。一方、経済安全保障上の基幹インフラは、国民生活及び経済活動の基盤となる役務の中でも、国民の生存に必要不可欠

で代替困難なもの、又は、国民生活、経済活動が依存する役務で、その利用を欠くことによって広範囲若しくは大規模な混

乱などが生じるものを提供する事業を対象とすることが基本とされ、事業規模などの基準に該当する事業者が導入する重

要設備を事前審査することから、規制対象となる事業者や設備が具体的に想定されない事業などは対象とされていない。 
24 第２回経済安全保障法制に関する有識者会議（令和３年 12 月 28 日）資料７「経済安全保障法制に関する有識者会議 官

民技術協力に関する検討会合第一回資料」８頁 
25 「次期ＳＩＰに対する意見」（令和３年８月 20日一般社団法人日本経済団体連合会イノベーション委員会企画部会、同産

学官連携推進部会） 
26 「次期ＳＩＰの制度設計の方向性について」（令和３年 11月 25日内閣府科学技術・イノベーション推進事務局）３頁 

義務又は設備の技術基準適合義務に関する規

定はあるものの、我が国の外部から行われる

妨害行為を未然に防止するための規定が備

わっておらず、現行制度においては、設備の

導入や維持管理等の委託など通常の経済活動

に起因するリスクに的確に対応することはで

きない。 

骨太方針 2021 においては、基幹的なインフ

ラ産業について、機器・システムの利用や業

務提携・委託等を通じたリスクへ対処するた

めの所要の措置を講ずるとされた。 

 

(3) 先端的な重要技術の研究開発 

ア 先端技術の研究開発の枠組み 

産業基盤のデジタル化・高度化に伴い、安

全保障にも影響し得る技術革新が進展した結

果、科学技術・イノベーションは激化する国

家間の覇権争いの中核になっている。 

我が国においては、先端技術の研究開発を

推進するための官民協力として「戦略的イノ

ベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」等が実

施されている。しかし、経済安全保障の強化

の観点から研究開発を進める枠組みや、政府

機関が研究者等と円滑な情報共有を行うため

に必要となる保全措置等の法的枠組みは存在

しない24こと、省庁間の連携を強化する必要

がある25こと、研究成果を公共調達等につな

げていくための研究者と関係省庁との連携が

不十分である26ことなどの課題が指摘されて
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いた。 

骨太方針 2021 においては、先端的な重要技

術の実用化に向けた強力な支援を行う新たな

プロジェクトを創出するとともに、重要な技

術情報の保全と共有・活用を図る仕組みを検

討・整備することとされた。 

イ シンクタンク機能 

令和２年１月、統合イノベーション戦略推

進会議は、我が国として育成すべき技術の明

確化を支援するシンクタンク機能の必要性を

指摘した27。令和３年３月に閣議決定された

「科学技術・イノベーション基本計画」にお

いては、令和３年度から新たなシンクタンク

機能を立ち上げ、令和５年度を目途に組織を

設立することとされた28。 

骨太方針 2021、「成長戦略実行計画29」等の

各種戦略文書にも、重要技術の特定に資する

ための調査分析等を行うシンクタンク機能の

活用・強化が盛り込まれた。令和３年度から

令和４年度の委託事業30も踏まえて、令和５

年度を目途にシンクタンクを設立することと

されている。 

ウ 経済安全保障重要技術育成プログラム 

令和３年 12 月に成立した令和３年度補正

予算に 2,500 億円が措置された「経済安全保

障重要技術育成プログラム」は、内閣府主導

の下で文部科学省及び経済産業省が関連府省

庁と連携し、経済安全保障の観点から、先端

的な重要技術に関するシーズ31を中長期的に

育成するものである。将来的には、5,000 億

                             
27 「『安全・安心』の実現に向けた科学技術・イノベーションの方向性」（令和２年１月 21 日統合イノベーション戦略推進

会議）5-6頁 
28 「科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月 26日閣議決定）32頁 
29 令和３年６月 18日閣議決定 
30 令和３年度に約３億円、令和４年度に約 3.5億円を計上し、シンクタンク機能に関する試行事業が国立大学法人政策研究

大学院大学（ＧＲＩＰＳ）への委託により実施されている。 
31 技術・研究の種。将来に実を結ぶ可能性の高い研究のこと。 
32 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11月 19日閣議決定） 
33 『毎日新聞』（平 27.11.4）、「経済安全保障法制に関する提言」（令和４年２月１日経済安全保障法制に関する有識者会議）

44頁。同提言では、諸外国においては、機微な発明の特許出願を例外的に非公開とし、情報保全を行う制度を有している国

があり、Ｇ20諸国の中で同様の制度がないのは、日本、メキシコ及びアルゼンチンのみであることが指摘されている。 

円規模とすることを目指し、シンクタンク機

能も活用しながら、経済安全保障上の課題に

対し、基金を造成することとされている32。 

 

(4) 特許出願の非公開化 

特許制度は、発明者に一定期間、独占的な

権利を与えて発明の保護を図る一方、発明を

公開して利用を図ることにより、産業の発達

に寄与しようとするものである。我が国の従

来の特許制度では、特許出願の日から１年６

か月が経過した後に、原則として全ての特許

出願の出願内容が一般に公表される。 

平成 27年には、我が国のレーザーウラン濃

縮技術の特許に関する資料やこの特許技術に

基づく機器が国際原子力機関（International 

Atomic Energy Agency：ＩＡＥＡ）の査察を

受けた他国の極秘研究施設で発見されていた

旨が報じられ、特許制度を通じて機微な技術

が公開されてしまう問題が認識されていた33。 

 骨太方針 2021 においては、特許の公開制度

について、各国の特許制度の在り方も念頭に

置いた上で、イノベーションの促進と両立さ

せつつ、安全保障の観点から非公開化を行う

ための所要の措置を講ずるべく検討を進める

とされた。 

 

３ 経済安全保障推進会議 

令和３年 10月、岸田内閣総理大臣は、就任

後初の所信表明演説において、新たに設けた

経済安全保障担当大臣の下、戦略物資の確保
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や技術流出の防止に向けた取組を進め、自律

的な経済構造を実現するとともに、強靱
じん

なサ

プライチェーンを構築し、我が国の経済安全

保障を推進するための法案を策定すると表明

した34。 

同年 11月、関係閣僚から構成される「経済

安全保障推進会議」が開催され、経済安全保

障上の主要課題のうち、法制上の手当てを講

ずることによりまず取り組むべき分野として、

①重要物資や原材料のサプライチェーンの強

靱
じん

化、②基幹インフラ機能の安全性・信頼性

の確保、③官民連携による先端的な重要技術

の育成・支援及び④特許出願の非公開化によ

る機微な発明の流出防止の４分野が示された。

また、岸田内閣総理大臣から、有識者会議を

設置し、法案について専門的な見地から検討

を進めるよう指示がなされた。 

なお、経済安全保障推進会議においては、

経済安全保障の推進に向けた目標として、①

自律性の向上、②優位性ひいては不可欠性の

確保及び③基本的価値やルールに基づく国際

秩序の維持・強化が示された（図表１参照）。 

 

（図表１）政府の掲げる経済安全保障の推進
に向けた目標 

①自律性の向上 

基幹インフラやサプライチェーン等の脆
ぜい

弱性解消 

②優位性ひいては不可欠性の確保 

研究開発強化等による技術・産業競争力の向上や

技術流出の防止 

③基本的価値やルールに基づく国際秩序の維持・

強化 

（出所）第１回経済安全保障推進会議（令和３年 11

月 19 日）資料３を基に作成 

                             
34 第 205回国会衆議院会議録第２号４頁（令 3.10.8） 
35 外務省ホームページ「日本の安全保障と国際社会の平和と安定」<https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kokusai.html>

（令 4.9.30閲覧）、『日本大百科全書１』小学館（1984）897 頁、鈴木一人「検証エコノミック・ステイトクラフト」『国際

政治第 205号』日本国際政治学会（令和４年２月）１頁 
36 対外政策において、経済的な手段を用いて自らの政治的意思を強制し、国家戦略上の目標を実現する手法のこと。 
37 鈴木一人「日本と中国『経済安全保障』の概念が台頭した事情」『東洋経済オンライン』（令 4.6.6） 
38 第 208回国会衆議院予算委員会第一分科会議録第１号37頁（令 4.2.16）小林国務大臣答弁 
39 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号２頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁 

（参考）経済安全保障とその目的について35 

一般に「安全保障」とは、国家の安全を維持し、国

民の生命や財産を守ることである。以前は、軍事的な

意味で用いられることが多かったが、第二次世界大

戦後、核抑止力によって、大国間の軍事的衝突の可能

性が小さくなったことに伴い、経済的な観点から安

全保障を確保しようとする動きが強まった。 

実際、昭和48（1973）年末に発生した第一次石油危

機において、アラブ石油輸出国機構（Organization 

of the Arab Petroleum Exporting Countries：ＯＡ

ＰＥＣ）がイスラエル寄りの国々に対して原油の輸

出を禁止した事案に代表される「エコノミック・ステ

イトクラフト36」と呼ばれる手法は従来から存在して

いる。政府が経済安全保障の推進に向けた目標に掲

げる自律性の向上等は、エコノミック・ステイトクラ

フトの影響を軽減し、他国から政治的な圧力をかけ

られないためにも必要となる経済安全保障の実現手

段とされる37。 

なお、政府は、我が国の経済安全保障政策について

は、特定国を念頭に置いていない38とともに、単に他

国に追随するのではなく、我が国としての立ち位置

を明確にしていくことが必要39であるとしている。 

 

４ 経済安全保障法制に関する有識者会議 

令和３年 11月から「経済安全保障法制に関

する有識者会議」が開催され、令和４年２月

に「経済安全保障法制に関する提言」が取り

まとめられた。同提言では、上記４分野にお

ける新たな法制度の必要性・在り方について

の基本的な考え方等が示された。 

 

５ 法律案の提出 

以上の経緯を経て、政府において検討が進

められた結果、同月 25日、「経済施策を一体

的に講ずることによる安全保障の確保の推進

に関する法律案」（以下「本法律案」という。）

が閣議決定され、同日、国会（衆議院）に提

出された。 

これに対して、同年３月 14日、日本維新の
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会は、「経済安全保障に関する諸施策の実効的

かつ総合的な推進に関する法律案」（足立康史

君外２名提出）（以下「維新提出法律案」とい

う。）を提出した。 

 

Ⅱ 審議経過 

１ 衆議院における審議経過 

 本法律案は、令和４年２月 25日に、維新提

出法律案は、３月 14日に、それぞれ国会（衆

議院）に提出され、同月 17日の本会議におい

て趣旨説明の聴取及び質疑が行われた後、同

日、内閣委員会に付託された。 

 同委員会においては、翌 18日、両法律案を

一括して議題とし、小林国務大臣及び提出者

足立康史衆議院議員からそれぞれ趣旨説明を

聴取し、同月 23日から質疑に入った。同月 29

日に経済産業委員会との連合審査会を開会し、

同月31日には参考人40からの意見聴取及び参

考人に対する質疑を行った。４月６日、本法

律案に対し、立憲民主党・無所属（立民）か

ら、経済施策を一体的に講ずることによる安

全保障の確保の基本理念を新たに設けるとと

もに、政府は、基本理念にのっとり、基本方

針を定めなければならないものとすること等

を内容とする修正案が提出され、修正案提出

者森山浩行衆議院議員から趣旨説明を聴取し

た後、両法律案及び修正案を一括して議題と

し、質疑を行った。同日、岸田内閣総理大臣

の出席の下、質疑を行い、質疑を終局した。 

質疑終局後、両法律案及び修正案を一括し

て討論を行い、順次採決した結果、維新提出

法律案は、賛成少数をもって否決すべきもの

                             
40 佐橋亮君（東京大学東洋文化研究所准教授）、村山裕三君（同志社大学名誉教授）、鈴木一人君（東京大学公共政策大学院

教授）及び井原聰君（東北大学名誉教授） 
41 自由民主党、立憲民主党・無所属、日本維新の会、公明党及び国民民主党・無所属クラブの５会派共同提案による（附帯

決議の内容については、第208回国会衆議院内閣委員会議録第16号 26-27頁（令 4.4.6）参照）。 
42 白石隆君（公立大学法人熊本県立大学理事長）、原一郎君（一般社団法人日本経済団体連合会常務理事）及び坂本雅子君

（名古屋経済大学名誉教授） 
43 自由民主党・国民の声、立憲民主・社民、公明党、国民民主党・新緑風会及び日本維新の会の５会派共同提案による（附

帯決議の内容については、第208回国会参議院内閣委員会会議録第15号 2-3 頁（令 4.5.10）参照）。 

と議決された。本法律案については、立民提

案による修正案は賛成少数をもって否決され、

同法律案は賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと議決された。なお、同法律案

に対し、附帯決議41が付された。 

同月７日の本会議において、本法律案は可

決され、参議院に送付された。また、維新提

出法律案は否決された。 

 

２ 参議院における審議経過 

 参議院では、４月 13日、本会議において趣

旨説明の聴取及び質疑が行われた後、同日、

内閣委員会に付託された。 

 同委員会においては、翌 14日に小林国務大

臣から趣旨説明を聴取した後、同日、質疑に

入った。同月 21日に参考人42からの意見聴取

及び参考人に対する質疑を行い、同月 26日に

経済産業委員会との連合審査会を開会し、同

月 28日には岸田内閣総理大臣の出席の下、質

疑を行い、同日、質疑を終局した。５月 10日、

討論を行い、採決した結果、本法律案は、賛

成多数をもって原案のとおり可決すべきもの

と議決された。なお、同法律案に対し、附帯

決議43が付された。 

 翌 11 日の本会議において、本法律案は、賛

成多数をもって可決され、成立した。 

 

Ⅲ 法律の概要 

本法律は、本則の７章（第１条から第 99条）

及び附則で構成されている（図表２参照）。 
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（図表２）経済安全保障推進法の構成 

第１章 総則（第１条～第５条） 

第２章 特定重要物資の安定的な供給の確保 

（サプライチェーンの強靱
じん

化）（第６条

～第 48条） 

第３章 特定社会基盤役務の安定的な提供の確

保（基幹インフラの機能維持）（第 49 条

～第 59条） 

第４章 特定重要技術の開発支援（第 60 条～第

64 条） 

第５章 特許出願の非公開（第 65条～第 85 条） 

第６章 雑則（第 86条～第 91条） 

第７章 罰則（第 92条～第 99条） 

附則 施行期日等 
【主な施行期日】 

第２章：公布後９月以内 

第３章：審査対象は公布後１年６月以内 

    審査・勧告・命令は公布後１年９月以内 

第４章：公布後９月以内 

第５章：公布後２年以内 

 

１ 目的 

 経済施策を一体的に講ずることによる安全

保障の確保の推進に関する基本方針を策定す

るとともに、安全保障の確保に関する経済施

策として、所要の制度を創設することにより、

安全保障の確保に関する経済施策を総合的か

つ効果的に推進することを目的とする（第１

条）。 

 

２ 基本方針及び基本指針の策定 

 政府は、経済施策を一体的に講ずることに

よる安全保障の確保の推進に関する基本的な

方針（以下「基本方針」という。）を定めなけ

ればならない（第２条第１項）。 

 基本方針に定める事項は、 

①経済施策を一体的に講ずることによる安全

保障の確保の推進に関する基本的な事項、 

②特定重要物資の安定的な供給の確保及び特

定社会基盤役務の安定的な提供の確保並び

に特定重要技術の開発支援及び特許出願の

                             
44 ①国民の生存に必要不可欠又は広く国民生活・経済活動が依拠している重要な物資（プログラムを含む。）で、②当該物

資又はその原材料等を外部に過度に依存し、又は依存するおそれがある場合において、③外部から行われる行為により国家

及び国民の安全を損なう事態を未然に防止するため、④安定供給確保を図ることが特に必要と認められるもの。 

非公開に関する経済施策の一体的な実施に

関する基本的な事項、 

③安全保障の確保に関し、総合的かつ効果的

に推進すべき経済施策（②に掲げるものを

除く。）に関する基本的な事項、 

④①～③に掲げるもののほか、経済施策を一

体的に講ずることによる安全保障の確保の

推進に関し必要な事項、 

とされている（第２条第２項）。 

 また、政府は、基本方針に基づき、第２章

から第５章に規定する４つの施策それぞれを

実施するに当たっての基本的な方向や配慮す

べき事項等を内容とする「安定供給確保基本

指針」、「特定社会基盤役務基本指針」、「特定

重要技術研究開発基本指針」及び「特許出願

非公開基本指針」を定めるものとしている（第

６条、第 49条、第 60条及び第 65条）。 

 

３ 留意事項 

 本法律の規定による規制措置は、経済活動

に与える影響を考慮し、安全保障を確保する

ため合理的に必要と認められる限度において

行わなければならない（第５条）。 

 

４ 特定重要物資の安定的な供給の確保 

(1) 特定重要物資の指定、事業者の計画認定・

支援措置等 

 国民の生存や国民生活・経済活動に甚大な

影響のある重要な物資の安定的な供給の確保

を平時から図るため、特定重要物資44を指定

し（第７条）、供給確保計画を作成しその認定

を受けた事業者（認定供給確保事業者）の取

組を支援するとともに、支援措置だけでは安

定的な供給の確保が困難と認めるときは政府

が更なる対策（備蓄等）を講ずる制度を創設

する（第 44条）。 
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（図表３）特定重要物資の安定的な供給の確
保に関する制度の主な流れ 
安定供給確保基本指針の閣議決定（第６条） 

↓ 

特定重要物資の政令指定（第７条） 

↓ 

物資所管大臣による安定供給確保取組方針の策定（第８条） 

↓ 

支援を希望する事業者が供給確保計画を作成・提出（第９条第１項） 

↓ 

物資所管大臣による供給確保計画の認定（第９条第４項） 

↓ 

各種支援措置等の実施 

【株式会社日本政策金融公庫法の特例】 

・ツーステップローン（注１）による資金調達の円滑

化（第 13条～第 25条） 

【中小企業投資育成株式会社法の特例】 

・中小企業投資育成株式会社による株式等の引受

け対象の拡大（第 26条、第 27 条） 

【中小企業信用保険法の特例】 

・中小企業による事業資金の借入れにおける保証

枠の拡大等（第 26 条、第 28条） 

【安定供給確保支援法人（注２）及び安定供給確保支

援独立行政法人（注３）による助成等】 

・認定供給確保事業者への助成や認定供給確保事

業者に融資を行う金融機関への利子補給、これ

らの実施のための基金設置（第 31 条～第 43条） 

【市場環境の整備】 

・同業者が共同で提出する供給確保計画を認定す

る際の公正取引委員会の意見聴取（第 29条） 

・アンチダンピング等の措置を講ずるに足る十分

な証拠がある場合に、主務大臣が担当大臣に対

して関税定率法の職権調査を求める制度（第 30

条） 

【政府による特別な対策】 

・特に重要な特定重要物資に関する価格高騰時の

標準価格での売渡しや備蓄などの特別の措置

（第 44条、第 45 条） 

（注１）株式会社日本政策金融公庫からの融資を活

用し、指定金融機関が、計画認定を受けた事業者に

対して、長期・大規模・低利の融資を実施する制度。 

（注２）一般社団法人、一般財団法人その他主務省令

で定める法人であって、認定供給確保事業者への

助成や認定供給確保事業者に融資を行う金融機関

への利子補給等を行えると認められ、指定を受け

た法人（第 31条） 

（注３）対象は①国立研究開発法人医薬基盤・健康・

栄養研究所、②独立行政法人石油天然ガス・金属鉱

物資源機構及び③国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（第 42 条第１項、別

表） 

                             
45 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 41頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁 
46 図表４に掲げる 14 の事業のうち、特定社会基盤役務（国民生活及び経済活動の基盤となる役務であって、その安定的な

提供に支障が生じた場合に国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがあるもの）の提供を行うものとして政令で

定めるもの（第50条第１項） 

（出所）大川信太郎「経済安全保障推進法案（上）」

『ビジネス法務』（令和４年６月）等を基に作成 

 

(2) サプライチェーン調査 

主務大臣は、本制度の施行に必要な限度に

おいて、事業者一般に対して、様々な物資の

生産・輸入・販売の状況についての調査を行

うことができる（第 48条第１項）。 

本調査の主たる目的は、特定重要物資に指

定する物資を的確に選定することであるが、

本調査への応答は努力義務であり（第 48条第

３項）、応答しない場合の罰則はない。調査の

過程で知り得た企業秘密等を漏らした行政職

員に対しては、罰則がある（第 93条）。なお、

本法律の支援の枠組みに入っている認定供給

確保事業者は、政府の求めに応じ、認定され

た供給確保計画の実施状況等について報告又

は資料の提出を行う義務があり、虚偽報告等

には罰則が科される（第 48 条第４項及び第

96条第４号）。 

 

５ 特定社会基盤役務の安定的な提供の確保 

(1) 審査対象及び審査 

 国民生活及び経済活動の基盤となる特定の

役務の安定的な提供を確保するため、既存の

業法において安定供給が規定されている45、

14 の対象事業（第 50 条第１項各号。図表４

参照）から特定社会基盤事業46を指定し（第 50

条第１項）、妨害行為の手段として使用される

おそれがある重要な設備等を審査する制度を

創設する（第 52条）。 

 

（図表４）規制対象となる事業の外縁 

① 電気事業 

② ガス事業 

③ 石油精製業・石油ガス輸入業 

④ 水道事業・水道用水供給事業 
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⑤ 第一種鉄道事業 

⑥ 一般貨物自動車運送事業 

⑦ 貨物定期航路事業・不定期航路事業（主とし

て本邦の港と本邦以外の地域の港との間に

おいて貨物を運送するもの） 

⑧ 国際航空運送事業、国内定期航空運送事業 

⑨ 空港の設置・管理を行う事業、空港コンセッ

ション事業 

⑩ 電気通信事業 

⑪ 放送事業（基幹放送を行うもの） 

⑫ 郵便事業 

⑬ 金融に係る事業（銀行、保険、証券・市場に

係る事業等） 

⑭ 包括信用購入あっせんの業務を行う事業（ク

レジットカードの発行会社） 

（出所）大川信太郎「経済安全保障推進法案（上）」

『ビジネス法務』（令和４年６月）、泉恒有ほか「経

済安全保障推進法の解説」『New Business Law 

No.1224』（令和４年８月 15日）を基に作成 

 

事前審査の対象となる事業者は、当該事業

を所管する大臣が特定社会基盤事業者47とし

て指定し、同事業者が①特定重要設備48の導

入又は②重要維持管理等49の委託を行うに当

たって、原則として事前に導入等計画書の届

出を求め、安全保障の観点から審査が行われ

る（第 52条第１項）。 

 

（図表５）特定社会基盤役務の安定的な提供
の確保に関する制度の主な流れ 

特定社会基盤役務基本指針の閣議決定（第 49条） 

↓ 

14 の対象事業の中から特定社会基盤事業の政令指定・ 

主務大臣による特定社会基盤事業者の指定※ 

（第 50条第１項）※指定基準は省令指定 

↓ 

特定重要設備・重要維持管理等の省令指定 

（第 50条第１項・第 52条第１項） 

↓ 

特定社会基盤事業者による導入等計画書の届出（第 52 条第 1項） 

↓ 

                             
47 特定社会基盤事業を行う者のうち、その使用する特定重要設備の機能が停止し、又は低下した場合に、その提供する特定

社会基盤役務の安定的な提供に支障が生じ、これによって国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれが大きいもの

として主務省令で定める基準に該当する者（第50条第１項） 
48 特定社会基盤事業の用に供される設備、機器、装置又はプログラムのうち、特定社会基盤役務を安定的に提供するために

重要であり、かつ、我が国の外部から行われる妨害行為の手段として使用されるおそれがあるものとして省令で指定される

もの（第 50条第１項） 
49 特定重要設備の維持管理若しくは操作（第 52条第１項） 
50 第 52条。第 208回国会衆議院内閣委員会議録第15号 14頁（令 4.4.1）小林国務大臣答弁 
51 先端的技術のうち、①当該技術若しくは当該技術の研究開発に用いられる情報が外部に不当に利用された場合又は②当該

技術を用いた物資若しくは役務を外部に依存することで外部から行われる行為によってこれらを安定的に利用できなく

なった場合において、国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがあるもの（第61条） 

国による審査（審査期間は原則 30日以内、最長４か月） 

（第 52条第３項～第５項） 

↓ 

変更・中止の勧告（第 52条第６項） 

↓  ↓ 

応諾しない場合、 

変更・中止の命令 

（第 52条第 10項） 

 
応諾 

（導入・委託可） 

↓  ↓ 

不履行の場合、罰則（第 92条） 

（出所）大川信太郎「経済安全保障推進法案（上）」

『ビジネス法務』（令和４年６月）を基に作成 

 

(2) 導入等後等の勧告及び命令 

以上の規制措置は、本制度の施行時点で既

に導入済の設備等に対して遡及適用はされな

い50が、事前届出審査終了後においても、国際

情勢の変化その他の事情変更によって、事後

的に必要な措置（検査・点検、委託先の変更

等）の勧告及び命令を行うことができること

としている（第 55条）。 

 

６ 特定重要技術の開発支援 

 特定重要技術51の研究開発の促進及びその

成果の適切な活用を図るため、官民で構成さ

れる協議会の仕組みによる必要な情報の提供、

資金の確保、内閣総理大臣による調査研究等

の措置を講ずる制度を創設する（第 62条～第

64条）。 

 

(1) 協議会の組織 

特定重要技術の研究開発等の資金を交付す

る研究開発大臣が、個別プロジェクトごとに、

研究者の同意を得て官民の協議会を組織でき

ることとしている（第 62条）。 
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協議会において、研究開発の推進に有用な

シーズ・ニーズ情報52の共有や社会実装に向

けた制度面での協力、指定基金を通じた資金

支援など、政府が積極的な伴走支援を実施す

ることとしている。協議会構成員に対しては、

協議会を通じて提供された秘密について、守

秘義務を求めることとしており（第 62条第７

項及び第 64条第４項）、違反した場合には罰

則が科される（第 95条第１項第１号）。 

 

(2) 指定基金の指定 

内閣総理大臣は、「特定重要技術研究開発基

本指針」に基づき、科技イノベ活性化法53第 27

条の２第１項に規定する基金54のうち、特定

重要技術の研究開発等を目的とするものを指

定基金として指定することができることとし、

国は指定基金に充てる資金を補助することが

できることとしている（第 63条）。指定基金

については、指定基金協議会が必置となる（第

63 条第４項）。指定基金として経済安全保障

重要技術育成プログラムを指定することが想

定されている55。 

 

(3) 調査研究の実施（特定重要技術調査研究

機関（シンクタンク）への委託） 

長期的視点からの継続的な調査分析の実施

を可能とするため、従来から検討が行われて

きたシンクタンクを法的に位置付けることと

し、特定重要技術の見定めやその研究開発等

に資する調査研究を特定重要技術調査研究機

関（シンクタンク）に委託できることとして

いる（第 64条）。 

 

                             
52 政府のこれまでの研究成果、サイバーセキュリティの脆

ぜい

弱性情報、インシデント情報等。第 208回国会衆議院内閣委員会

議録第 16号 23頁（令 4.4.6）岸田内閣総理大臣及び小林国務大臣答弁 
53 「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成20年法律第 63号） 
54 ①国立研究開発法人日本医療研究開発機構、②国立研究開発法人科学技術振興機構、③独立行政法人日本学術振興会、④

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構及び⑤国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が一定の

業務の費用に充てるため設ける基金。 
55 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 16号 22頁（令 4.4.6）岸田内閣総理大臣答弁 

（図表６）特定重要技術の開発支援に関する
制度の主な流れ 

 

 

 

 

 

（出所）経済安全保障法制に関する有識者会議（令和

４年７月 25日）資料４を基に作成 

 

７ 特許出願の非公開 

 公にすることにより国家及び国民の安全を

損なう事態を生ずるおそれが大きい発明の特

許出願につき、出願公開等の手続を留保し、

発明の実施や開示を制限することを可能にす

る制度を創設する（第 66条、第 73条、第 74

条等）。本制度により、これまで安全保障上の

観点から特許出願を諦めざるを得なかった発

明者に特許法上の権利を受ける途
みち

を開くこと

となる。 

 

(1) 技術分野等によるスクリーニング（第一

次審査）及び保全審査（第二次審査） 

非公開の対象となる発明を選別するため、

まず、第一次審査として特許出願の中から政

令指定分野に該当するものが、定型的に出願

から３か月以内（期間は政令で指定）に保全

審査（第二次審査）のため内閣総理大臣に送

付される（第 66条第１項）。出願人からの申

出により送付することも可能である（第 66条

第２項）。 

内閣総理大臣（内閣府の担当部局）は、特

許出願人や防衛省等の関係行政機関、外部の

専門家等から資料提供や意見聴取を受けるな

特定重要技術の 
一定の具体化 

指定基金の指定・ 
研究開発ビジョンの策定 

公募・ 
採択 

研究開発の実施 
 指定基金協議会 
 

他事業による研究開発の実施 
 協議会 

 

経済安全保障重要技術育成プログラム 

協議会への参画 調査結果の活用 

シンクタンクによる調査研究 
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どして、保全指定をするかどうかの第二次審

査を行う（第 67条）。 

 

(2) 保全指定の効果等 

第二次審査の結果、保全指定の対象となっ

た発明については、その実施に当たって内閣

総理大臣の許可が必要となる（第 73条第１項

ただし書）などの制限がかかる。これに違反

し保全対象発明を実施した場合等には罰則が

設けられている（第 92条第１項第６号等）。 

当該発明の実施が不許可となった場合又は

実施に条件が付された場合など、保全指定を

受けたことにより損失を受けた者に対し、通

常生ずべき損失を補償するものとしている

（第 80条）。 

 

 

（図表７）特許出願の非公開に関する制度の主な流れ 

 

（出所）泉恒有ほか「経済安全保障推進法の解説」『New Business Law No.1224』（令和４年８月15日）を基に作成 

 

８ 国際約束の誠実な履行 

本法律の施行に当たっては、我が国が締結

した条約その他の国際約束の誠実な履行を妨

げることがないよう留意しなければならない

（第 90条）。法全体として、外国又は特定の

国の企業、産品、サービスであることを理由

に差別的に扱うことはせず、内国民待遇など

の無差別の原則が貫かれているとしている56。 

 

                             
56 第 208回国会参議院内閣委員会会議録第 10号 22頁（令 4.4.14）小林国務大臣答弁 

９ 施行期日等 

本法律は、公布の日（令和４年５月 18日）

から起算して６か月以内から２年以内にかけ

て段階的に施行される（附則第１条）。 

 また、 政府は、本法律の施行後３年を目途

として、本法律の施行状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとしている

（附則第４条）。 
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Ⅳ 主な質疑・答弁の概要 

１ 経済安全保障の定義 

政府の考える経済安全保障の定義について

質疑があった。 

これに対して、政府からは、経済安全保障

は多岐にわたる新しい課題であり、我が国を

含め主要国において確立した定義はなく、本

法律案で新たに設けようとする４つの制度が

経済安全保障の全てではないとした上で、国

益を経済面から確保することである旨の答弁

があった57。 

 

２ 経済活動の自由と規制措置との関係 

 本法律に基づく規制措置について、「合理的

に必要と認められる限度」（第５条）ではなく、

外為法等で使用されている「必要最小限」と

する必要性について質疑があった。 

これに対して、政府からは、自由な経済活

動との両立を図る観点から、規制を必要最小

限度とするよう努めることは当然であるが、

国際情勢の変化などに伴う安全保障上のリス

クは変動し、予測し難い側面もあることから、

あらかじめ一律に必要最小限度とはせず、合

理的に必要と認められる限度とした旨の答弁

があった58。 

 

３ 「外部から行われる行為」の内容 

新たに創設される４つの制度の各条文に使

用されている「外部から行われる行為59」の内

容について質疑があった。 

                             
57 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 17,47頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁。なお、国益とは、「国家安全保障戦

略」（平成 25年 12月 17日国家安全保障会議決定・閣議決定）において、①国家の主権・独立の維持、領域の保全、国民の

生命・身体・財産の安全を確保すること、②経済発展を通じて国民の繁栄を実現すること及び③普遍的価値やルールに基づ

く国際秩序を維持・擁護することとされている。 
58 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 17頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁 
59 外部から行われる行為により国家及び国民の安全を損なう事態（第６条）、我が国の外部から行われる特定社会基盤役務

の安定的な提供を妨害する行為（第 50条）、外部から行われる行為（第 61条）、外部から行われる行為によって国家及び国

民の安全を損なう事態（第65条）等 
60 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 42頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁、第208回国会参議院内閣委員会会議録

第 10号 23頁（令 4.4.14）小林国務大臣及び木村政府参考人（内閣官房内閣審議官）答弁 
61 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 14頁（令 4.3.23）木村政府参考人（内閣官房内閣審議官）答弁、第208回国

会衆議院内閣委員会議録第13号９頁（令 4.3.30）小林国務大臣答弁 

これに対して、政府からは、基幹インフラ

を例として、平成 27（2015）年にウクライナ

の変電所に対するサイバー攻撃によって大規

模かつ長期にわたる停電が発生した事案を挙

げ、外国政府等（「等」にはテロリストが含ま

れ得る）により行われる我が国の国家及び国

民の安全を害する行為であり、災害、感染症

といった事象のみでは該当しないが、外国政

府等が自ら行う行為のほか、我が国内外の協

力者などを通じて行う行為も該当し得る旨の

答弁があった60。 

 

４ 特定重要物資の安定的な供給の確保 

(1) 特定重要物資の具体的内容 

特定重要物資として指定されることが想定

される物資について質疑があった。 

これに対して、政府から、安定供給確保基

本指針において要件等を定めた上で、個別の

物資ごとに指定の必要性を判断していくため、

現時点において確たる答弁は困難であるが、

骨太方針 2021 において先行的な重点項目と

して挙げられている半導体、レアアースを含

む重要鉱物、電池、医薬品が該当し得ること、

既存の法令などに基づき、既に備蓄を行って

いる物資（石油等）については、本法律に基

づいて別途備蓄を行うことは基本的には想定

していないが、指定対象としては排除されて

いない旨の答弁があった61。 
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(2) サプライチェーン調査における罰則 

サプライチェーン調査（第 48条第１項）に

ついて、調査を拒否した場合の罰則を設けて

いないことについて質疑があった。 

これに対して、政府から、本法律の規制や

支援の枠組みに入っていない事業者も含め罰

則付きの応答義務を課すことは、自発的かつ

率直な情報提供を妨げる懸念があることや、

規制対象の違反行為と罰則には均衡が保たれ

ていなければならないという比例原則の観点

から、調査忌避に罰則を科すことは重過ぎる

のではないかとの経済安全保障法制に関する

有識者会議での意見等を総合的に勘案したも

のである旨の答弁があった62。 

 

５ 特定社会基盤役務の安定的な提供の確保 

(1) 特定重要設備の具体的内容 

特定社会基盤事業者が有する設備のうち、

規制対象となる特定重要設備の具体例につい

て質疑があった。 

これに対して、政府から、特定重要設備の

指定は、法施行後に省令で定めることとして

おり、現時点において確たる答弁は困難であ

るが、例として、航空事業における飛行計画

作成システム、貨物自動車運送事業における

集配管理システム、電気事業における需給制

御システム・系統制御システム、鉄道事業に

おける列車運行管理システム、空港事業にお

ける航空灯火システム、銀行業における内国

為替システムなどが該当し得る旨の答弁が

あった63。 

 

 

                             
62 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 15号９頁（令 4.4.1）小林国務大臣答弁、第208回国会参議院内閣委員会会議録第

10号 25頁（令 4.4.14）小林国務大臣答弁 
63 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 13頁（令 4.3.23）木村政府参考人（内閣官房内閣審議官）答弁、第208回国

会参議院内閣委員会会議録第10号 13頁（令 4.4.14）小林国務大臣答弁 
64 第 208回国会参議院会議録第 16号８頁（令 4.4.13）小林国務大臣答弁 
65 多数の小型の人工衛星を協調して動作させる運用方式に関する技術。 
66 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 15頁（令 4.3.23）大野内閣府副大臣答弁 

(2) 中小規模の事業者の指定に対する考え方 

中小規模の事業者が規制対象となるかにつ

いて質疑があった。 

これに対して、政府から、中小規模の事業

者を規制対象とすることは基本的には想定し

ていないが、銀行間の決済ネットワークの中

心を担う全国銀行資金決済ネットワークのよ

うに、提供する役務に特殊性があり、それに

支障が生じることにより国家及び国民の安全

を損なう事態を生ずるおそれが大きい場合に

は、例外的に対象となり得る旨の答弁があっ

た64。 

 

６ 特定重要技術の開発支援 

(1) 特定重要技術の具体的内容 

特定重要技術として具体的にどのような技

術を想定しているかについて質疑があった。 

これに対して、政府から、中長期的に我が

国が国際社会において確固たる地位を確保し

続ける上で不可欠な要素となる先端的な重要

技術として、経済安全保障法制に関する有識

者会議において示された宇宙、海洋、量子、

ＡＩ、バイオ等の分野のうち、例示された衛

星コンステレーション技術65、海洋分野での

センシング技術などのほか、サイバーセキュ

リティ上の脆
ぜい

弱性の検知技術やＡＩ処理等の

可能なコンピューティング技術なども含まれ

得ること、公募による競争も活用しつつ、真

に可能性のある技術を見定めていく旨の答弁

があった66。 

 

(2) 自由な研究活動との関係 

協議会における守秘義務の対象や、研究成
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果の公表の可否、研究者の軍事技術開発への

動員に対する懸念等、自由な研究活動との関

係について質疑があった。 

これに対して、政府から、守秘義務の対象

範囲は、協議会を通じて提供された秘密に限

定されており、それ以外の、研究者が自ら生

み出した研究成果には適用されない旨の答弁

があった67。また、海外での懸念用途68への転

用があり得る場合などに、守秘義務の対象と

することとは別に、例外的に、公開せずに内

部管理するよう政府が求める場合も想定され

るが、その場合も協議会において全ての参加

者が納得する形で結論を出すことが必要と考

えている旨の答弁があった69。 

研究成果については、公開が基本であり、

論文などの成果発表は、守秘義務の対象とな

る情報を除き、原則として制約を課すことは

しないとともに、単に安全保障、防衛用途に

つながる可能性があることのみをもって非公

開とすることは想定し難いと考えている旨の

答弁があった70。 

また、協議会に参加する研究者は、その同

意を前提とした上で協議会の構成員となると

ともに、協議会に参加した後に自らの意向に

より離脱することも可能であり、研究に強制

的に従事させられることはない旨の答弁が

あった71。 

 

７ 特許出願の非公開 

(1) 非公開の対象となる技術に対する考え方 

非公開制度の対象となる技術の考え方につ

                             
67 第 208回国会参議院内閣委員会会議録第 11号 40頁（令 4.4.19）小林国務大臣答弁 
68 外国による軍事用途、テロリストによる悪用を含め、国際法上禁止されている大量破壊兵器の開発に転用される事態等。 
69 第 208回国会参議院内閣委員会会議録第 11号 40頁（令 4.4.19）小林国務大臣答弁、第 208回国会参議院内閣委員会会議

録第 13号 9,20 頁（令 4.4.26）泉政府参考人（内閣官房内閣審議官）答弁 
70 第 208回国会参議院内閣委員会会議録第 13号 20頁（令 4.4.26）小林国務大臣答弁 
71 第 208回国会衆議院会議録第 12号 20頁（令 4.3.17）岸田内閣総理大臣答弁 
72 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 15頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁 
73 第 208回国会衆議院会議録第 12号 16頁（令 4.3.17）小林国務大臣答弁 
74 第 208回国会参議院会議録第 16号 10頁（令 4.4.13）萩生田経済産業大臣答弁 

いて質疑があった。 

これに対して、政府から、保全審査の対象

となる技術分野を指定する政令は、核兵器の

開発につながる技術及び武器のみに用いられ

るシングルユース技術のうち、我が国の安全

保障上、極めて機微な発明を基本とし、デュ

アルユース技術を対象とする場合には、イノ

ベーションの促進の観点から、支障の少ない

ケースに限定すべきという有識者会議の提言

を踏まえて定めていく旨の答弁があった72。 

 

(2) 損失補償の算定・財源 

特許出願の非公開制度における補償金額の

算定及びその財源について質疑があった。 

これに対して、政府から、特許出願人から

の説明や専門家の意見を踏まえ、妥当な補償

金額を決定することとし、補償金額の算定に

当たっては、特許出願人と十分なコミュニ

ケーションを取った上で、適切に対応してい

く旨の答弁があった73。 

損失補償の財源については、特許特別会計

が、産業財産権制度の全ての利用者に資する

ように、歳入と歳出が均衡して運営されるこ

とを確保するために創設されたものであるの

に対して、損失補償制度は、安全保障の観点

から保全指定を受けた特定の特許出願人に損

失を補償するものであり、産業財産権制度の

利用者一般に転嫁すべき性質のものか否か、

財政当局や国家安全保障局等と検討していく

旨の答弁があった74。 

 



 

326 RESEARCH BUREAU 論究（第 19 号）（2022.12） 

解 説 

Ⅴ 今後の方向性 

 令和４年６月７日に閣議決定された「経済

財政運営と改革の基本方針 2022」（以下「骨

太方針 2022」という。）においては、経済活動

の自由との両立を図りつつ、安全保障の確保

に関する経済施策を総合的・効果的に推進す

ること、新たな国家安全保障戦略等の策定に

当たり、経済安全保障を重要な課題と位置付

けること等、経済安全保障を強化していく方

向性が示された。 

以下、本法律案の国会審議、衆参両院で付

された附帯決議等を踏まえ、経済安全保障の

推進に当たっての主な課題について整理する。 

 

１ 自由な経済活動等との両立 

 本法律に基づく基本方針及び基本指針は、

有識者の意見聴取やパブリックコメント等を

経た後、閣議決定により定められる75。また、

本法律における政省令への委任事項は多数あ

り、確定的な数字を示すことは困難であるも

のの、条文上、政令という文言は 51回、省令

を示す文言（主務省令、内閣府令等）は 87回

の計 138 回使用されており76、本法律の運用

や新たな制度の具体的な制度設計に当たって

は、事業者の経済活動を不当に制約しないこ

と、予見可能性を確保すること等が重要な課

題となる。特に、規制色の強い特定社会基盤

役務の安定的な提供の確保に関する制度及び

特許出願の非公開に関する制度については、

関係事業者等の意見を踏まえ、慎重に制度設

計を行っていく必要がある。 

経済安全保障の確保と自由な経済活動や研

                             
75 ①経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する基本的な方針（案）、②特定重要物資の安定的な

供給の確保に関する基本指針（案）並びに③特定重要技術の研究開発の促進及びその成果の適切な活用に関する基本指針

（案）については、令和４年７月27日から８月 25日まで意見募集（パブリックコメント）が実施された後、令和４年９月

30日に閣議決定された。 
76 第 208回国会衆議院内閣委員会議録第 11号 42頁（令 4.3.23）小林国務大臣答弁 
77 鈴木一人「現代的経済安全保障の論点」『外交 Vol.68』（令和３年７月）15-19頁 
78 経済安全保障担当大臣を議長として、関係府省庁の政府職員等から構成されている。 
79 小林内閣府特命担当大臣記者会見要旨（令和４年８月１日） 

究開発等とのバランスに十分に配慮した運用

が求められる。 

 

２ 我が国の基幹産業が直面するリスク等の

総点検・評価 

経済安全保障の推進に当たっては、新たな

課題の洗い出しに加え、リスクの見積り・リ

スク低減に対してどの程度のコストを費やす

のかといった、リスク・コスト・ベネフィッ

トの考慮が重要となる77。 

この点について、政府は、令和４年３月か

ら「経済安全保障重点課題検討会議78」を開催

し、国民の生活や経済活動を支える重要な産

業が直面するリスクの総点検と評価を行って

いる。 

引き続き、変化の激しい国際情勢の動向に

対応した経済安全保障の取組のアップデート

が必要となる。 

 

３ 経済安全保障の推進に向けた体制整備 

令和４年８月１日、本法律の総則（第１章）、

特定重要物資の安定的な供給の確保（第２章）

及び特定重要技術の開発支援（第４章）に関

する条文が施行されるとともに、内閣府に経

済安全保障推進室が設置された。特定社会基

盤役務の安定的な提供の確保及び特許出願の

非公開に関する制度については、令和５年以

降に施行することを目指して検討が進められ

ている79。 

衆参両院の内閣委員会において付された附

帯決議では、安全保障の確保に関する経済施

策に関する情報の収集、整理及び分析を推進
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する体制（いわゆる経済インテリジェンス）

の整備に関して検討し、必要な措置を講ずる

ことを求めている。また、参議院の内閣委員

会において付された附帯決議では、水道、鉄

道等、住民の生活及び経済活動の基盤を保有

するとともに、先端技術を有する中小企業が

存在する地方公共団体に対して、政府が経済

安全保障に関する助言等を行うことを求めて

いる。 

経済安全保障の取組は、数多くの省庁にま

たがるとともに、地方公共団体や事業者等に

も関係しているため、経済インテリジェンス

体制を含め、幅広い主体の連携体制の構築が

課題となる。 

 

４ サイバーセキュリティの強化 

特定重要物資に指定される可能性があるも

のの例示としてクラウドサービスが80、特定

重要技術の例としてサイバーセキュリティ上

の脆
ぜい

弱性の検知技術が挙げられるなど、経済

安全保障とサイバーセキュリティとは密接に

関連している81。 

デジタル化の進展とともに多様化・高度化

しているサイバー攻撃に対応した、実効性の

あるサイバーセキュリティの確保が求められ

る。 

 

 

 

                             
80 第 208回国会衆議院内閣委員会経済産業委員会連合審査会議録第１号 10頁（令 4.3.29）小林国務大臣答弁 
81 ロシアによるウクライナへの軍事侵攻を踏まえ、サイバーセキュリティは国家安全保障と有事の重要要素になっているこ

とが指摘されている。『産経新聞』（令 4.8.26） 
82 このほか、国会審議においても指摘された人権デューデリジェンス（人権への影響の特定、予防・軽減、対処、情報共有

を行うこと）への対応が挙げられる。近年、企業にとって人権問題への対応は重要な課題となっており、消費者からの製品

のボイコットやビジネス関係の解消といった事案への対策が求められている。このような状況の下、政府は、人権デューデ

リジェンスに関して業種横断的に活用できるガイドラインとして、令和４年９月、「責任あるサプライチェーン等における

人権尊重のためのガイドライン」を決定した。 
83 政府が保有する秘密情報を取り扱わせようとする者について、秘密情報を取り扱う適性を有するかを判断する制度（適性

評価制度）。「秘密保全のための法制の在り方について（報告書）」（平成 23年８月８日 秘密保全のための法制の在り方に関

する有識者会議）7-8頁参照。 
84 高市内閣府特命担当大臣就任記者会見要旨（令和４年８月10日） 
85 『日本経済新聞』（令4.1.7） 

５ 新たな分野に関する検討（セキュリティ・

クリアランス等82） 

衆参両院の内閣委員会において付された附

帯決議では、国際共同研究の円滑な推進も念

頭に、我が国の技術的優位性を確保、維持す

るため、情報を取り扱う者の適性について、

民間人も含め認証を行う制度（セキュリティ・

クリアランス83）の構築を検討した上で、法制

上の措置を含む必要な措置を講ずることを求

めている。 

骨太方針 2022 においては、国際共同研究等

における具体的事例の検証等を踏まえつつ、

重要情報を取り扱う者への資格付与について

制度整備を含めた所要の措置を講ずるべく検

討を進めるとされた。また、高市経済安全保

障担当大臣は、就任後の記者会見において、

本法律を改正し、セキュリティ・クリアラン

スを盛り込む考えを示している84。 

同制度の導入については、個人情報の調査

を含むため慎重な検討を求める声もあること

から85、その検討に当たっては、丁寧な議論が

求められる。 

 

６ 国家安全保障戦略における経済安全保障

の位置付け 

骨太方針 2022 において、経済安全保障は、

新たな国家安全保障戦略等の策定に当たって

の重要な課題と位置付けることとされた。 

その一方、国会審議において経済安全保障
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の定義が繰り返し議論になったことや、自社

と経済安全保障との関係性について「関係は

ないと思う」「分からない」とする企業が半数

以上との調査結果86もあることも踏まえ、国

家安全保障戦略における経済安全保障の位置

付けや、本法律における基本方針との関係等、

政府の経済安全保障に関する考え方について、

国民に分かりやすく説明していくことが期待

される。 

 

（本稿は、令和４年９月 30日現在の情報を基

に執筆した。） 

                             
86 株式会社帝国データバンク「特別企画：経済安全保障に対する企業の意識調査」（令4.7.7） 


